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提案理由 

この議案は、行政機関等の保有する個人情報の適正かつ効果的な活用による新

たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するため

の関係法律の整備に関する法律（平成２８年法律第５１号）の施行に伴い、みや

き町個人情報保護条例の一部を改正する必要があるため、議会の議決を求めるも

のである。 



 

 

みやき町個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

みやき町個人情報保護条例（平成18年みやき町条例第21号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第１号中「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個

人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特

定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。」を「次のいずれ

かに該当するものをいう。」に改め、同号に次のように加える。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁

的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式をいう。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載さ

れ、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事

項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別する

ことができるもの（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識

別することができることとなるものを含む。） 

イ 個人識別符号が含まれるもの 

第２条中第７号を第９号とし、第４号から第６号までを２号ずつ繰り下げ、同条第３

号中「容易に」を削り、同号を同条第５号とし、同条中第２号を第４号とし、第１号の

次に次の２号を加える。 

(２) 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律

第58号）第２条第３項に規定する個人識別符号をいう。 

(３) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪によ

り害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じない

ようにその取扱いに特に配慮を要するものとして規則で定める記述等が含まれる個

人情報をいう。 

第７条の次に次の１条を加える。 

（収集の禁止） 

第７条の２ 実施機関は、要配慮個人情報を収集してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合は、要

配慮個人情報を収集することができる。 

(１) 法令又は条例（以下「法令等」という。）に定めがあるとき。 

(２) 前号に掲げるものの他、実施機関が審査会の意見を聴いて、個人情報を取り扱う

事務の目的を達成するために必要であり、かつ、欠くことができないと認めるとき。 

第17条第３号中「含む。）」の次に「若しくは個人識別符号が含まれるもの」を加える。 



第18条第２項中「記述等」の次に「及び個人識別符号」を加える。 

第40条の10第１項第１号オ中「番号法第２条第９号」を「番号法第２条第９項」に改め

る。 

第54条中「第２条第３号」を「第２条第１項第５号」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



（定義） （定義）
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各 第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各
号に定めるところによる。 号に定めるところによる。
(１) 個人情報　生存する個人に関する情報であって、次のいずれ (１) 個人情報　生存する個人に関する情報であって、当該情報に
かに該当するものをいう。 含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別

することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、
それにより特定の個人を識別することができることとなるものを
含む。）をいう。

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、
図画若しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方
式その他人の知覚によっては認識することができない方式をい
う。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若し
くは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された
一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）に
より特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合
することができ、それにより特定の個人を識別することができ
ることとなるものを含む。）
イ 個人識別符号が含まれるもの
(２) 個人識別符号　行政機関の保有する個人情報の保護に関する
法律（平成15年法律第58号）第２条第３項に規定する個人識別符
号をいう。
(３) 要配慮個人情報　本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯
罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な
差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配
慮を要するものとして規則で定める記述等が含まれる個人情報を
いう。
(４) （略） (２) （略）
(５) 個人情報ファイル　一定の事務の目的を達成するために、特 (３) 個人情報ファイル　一定の事務の目的を達成するために、特
定の保有個人情報を 検索することができるように体系的に 定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的に
構成した保有個人情報を含む情報の集合体をいう。 構成した保有個人情報を含む情報の集合体をいう。

改　　正　　後 改　　正　　前

みやき町個人情報保護条例の一部を改正する条例に係る新旧対照表
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(６) （略） (４) （略）
(７) （略） (５) （略）
(８) （略） (６) （略）
(９) （略） (７) （略）

（収集の禁止）
第７条の２　実施機関は、要配慮個人情報を収集してはならない。
２　前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該
当する場合は、要配慮個人情報を収集することができる。
(１) 法令又は条例（以下「法令等」という。）に定めがあると
き。
(２) 前号に掲げるものの他、実施機関が審査会の意見を聴いて、
個人情報を取り扱う事務の目的を達成するために必要であり、か
つ、欠くことができないと認めるとき。

（保有個人情報の開示義務） （保有個人情報の開示義務）
第17条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有 第17条　実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有
個人情報に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。） 個人情報に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）
のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保 のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保
有個人情報を開示しなければならない。 有個人情報を開示しなければならない。
(１)・(２)　（略） (１)・(２)　（略）
(３) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該 (３) 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該
事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏 事業に関する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏
名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人 名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人
を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、 を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、
開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなる 開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなる
ものを含む。）若しくは個人識別符号が含まれるもの又は開示請 ものを含む。） 又は開示請
求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示するこ 求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示するこ
とにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれ とにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれ
があるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 があるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。
(４)～(８)　（略） (４)～(８)　（略）

2



（部分開示） （部分開示）
第18条　（略） 第18条　（略）
２　開示請求に係る個人情報に前条第３号の情報（開示請求者以外の ２　開示請求に係る個人情報に前条第３号の情報（開示請求者以外の
特定の個人を識別することができるものに限る。）が含まれている 特定の個人を識別することができるものに限る。）が含まれている
場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の開示請求 場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の開示請求
者以外の特定の個人を識別することができることとなる記述等及び 者以外の特定の個人を識別することができることとなる記述等
個人識別符号の部分を除くことにより、開示しても、開示請求者以 の部分を除くことにより、開示しても、開示請求者以
外の個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、 外の個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、
当該部分を除いて開示しなければならない。 当該部分を除いて開示しなければならない。

（利用停止請求の事由等） （利用停止請求の事由等）
第40条の10　保有特定個人情報にあっては、次の各号のいずれかに該 第40条の10　保有特定個人情報にあっては、次の各号のいずれかに該
当すると思料するときに、当該各号に定めるところにより、第35条 当すると思料するときに、当該各号に定めるところにより、第35条
の利用の停止、消去又は提供の停止を請求することができる。 の利用の停止、消去又は提供の停止を請求することができる。
(１) 次のアからオまでのいずれかの場合当該保有特定個人情報の (１) 次のアからオまでのいずれかの場合当該保有特定個人情報の
利用の停止又は消去 利用の停止又は消去
ア～エ　（略） ア～エ　（略）
オ 番号法第28条の規定に違反して作成された特定個人情報ファ オ 番号法第28条の規定に違反して作成された特定個人情報ファ
イル（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルを イル（番号法第２条第９号に規定する特定個人情報ファイルを
いう。）に記録されているとき。 いう。）に記録されているとき。

(２) （略） (２) （略）
２・３ （略） ２・３ （略）

第54条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は第９条の委託を 第54条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は第９条の委託を
受けた事務又は公の施設の管理に関して行う事務に従事している者 受けた事務又は公の施設の管理に関して行う事務に従事している者
若しくは従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に 若しくは従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に
属する事項が記録された第２条第１項第５号の個人情報ファイルで 属する事項が記録された第２条第３号 の個人情報ファイルで
電子計算機を用いて検索することができるもの（その全部又は一部 電子計算機を用いて検索することができるもの（その全部又は一部
を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以 を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以
下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。
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